
－令和元年 甲種防火管理者講習会ご案内－

1　目的

消防法第 8条、指定防火対象物の関係者に受講させ、資格を付与せしめ、防火管理制度の重要性と責務

の重大さを認識させると共に専門的な資質の向上を図り、防火安全対策確立の徹底を図る事を目的とす

る。               

2　講習日時：令和元年 6月 20 日（木）  10 時 00 分～ 17 時 00 分 

 　　 令和元年 6月 21 日（金）　9時 00 分～ 17 時 00 分      

3　講習会場：石垣市健康福祉センター視聴覚室

         

4　対象者及び募集人員：消防法第 8条指定防火対象物の関係者　　定員 60 名    

 （60 名に達し次第締め切りいたします）       

5　受    付：令和元年 5月 21 日（月）～ 5月 31 日（金）

平日 9時～ 17 時（12 時～ 13 時昼食時間除く）

      　　　　

6　受付場所：石垣市消防本部 予防課 　　ＴＥＬ　82－4047      

     

7　受講申込方法        

甲種防火管理者講習受講申込書に必要事項を記入の上、3ヶ月以内に撮影した写真（正面上三分身像の

縦 4ｃｍ×横 3ｃｍ）を貼り付けて、提出する。  

　※申込書は予防課にて配布。

１　入居者の資格　　　　

①  現に市内に住所を有する者であり、かつ、三ヶ月以上引続き居住していること。　

②　現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の予定者等を含む。）があること。

　　※単身者専用住宅がないため、単身者（老人等を含む。）の募集は行いません。

③　公営住宅法に基づく計算後の月収額で、次の基準内であること。

　　一般世帯　１５８，０００円以下　　　

    高齢者・障がい者・未就学児がいる世帯等　２１４，０００円以下

④　持ち家がなく、現に住宅に困窮していることが明らかなこと。

⑤  申込者及び同居者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。）第２条第６

    号に規定する暴力団員に該当しない者であること。

⑥　農漁村住宅については、耕作証明又は漁業者証明・組合員資格証明の提出が必須。

⑦　市民税など諸税の完納者であること。

⑧　現在、公営住宅に入居していないこと。

⑨　①～⑧の入居者資格を全て満たしている者であること。

２　申込書配布・申込受付期間等

【期間】    令和元年６月３日（月）から同年６月 14 日（金）　※土日を除く。

【受付時間】　午前９時～正午、午後１時～午後５時

【場所】    石垣市役所（２Ｆ）　建設部施設管理課 　電話０９８０‐８３‐３９８６

・制度改革によって、運営主体が沖縄県となり将来的に国保税の県内統一が予測される。県が示し

ている標準的課税方式は３方式であること。

・固定資産税額に率を掛けて課税するため二重課税との声がある。

・他の医療制度には、資産に応じて課税することは無く、不均衡感がある。

・年金生活で所得は無いのに持ち家に住んでいるというだけで課税されるので負担が大きい。

固定資産税額に応じて算出

加入者の所得に応じて算出

1世帯に掛かる金額です。

国保に加入している世帯員の
数に金額を掛けます。

■これまでの課税方式　

　平成３１年度 (令和元年度 )まで国民健康保険税額は、所得割・資産割・均等割・平等割を算

出し、その合計額が年税額となっていました。４方式といいます。

■これからの課税方式

　令和２年度より資産割を廃止し、所得割・均等割・平等割の合計額を年税額とします。３方式

といいます。

■資産割を廃止する理由

区 分 医療給付費分 介護納付金分後期高齢者支援金分

所得割

令和 2 年度

8.35％

均等割

資産割

19 万円63 万円

平等割

16 万円課税限度額

31(令和元年）

61 万円 17 万円19 万円

年 度

2.2％

0

5,500 円

8.35％ 2.2％

19.00％

令和 2 年度令和 2 年度 31(令和元年）31(令和元年）

2.2％2.2％

4.20％5.00％ 00

5,500 円

7,000 円6,500 円

5,500 円

4,300 円21,000 円18,300 円

20,000 円16,600 円 4,000 円6,000 円

令和２年度より国民健康保険税の課税方式が変わります（再掲）

４

方

式

３

方

式

所得割

均等割

平等割

所得割

資産割

均等割

平等割 1世帯に掛かる金額です。

国保に加入している世帯員
の数に金額を掛けます。

加入者の所得に応じて算出

こうした点を踏まえ、石垣市国民健康保険運営協議会における検討と石垣市議会の議決を経
て、令和２年度より石垣市の国保税の課税方法は、下記の表のとおりとなります。

国民健康保険は国民皆保険制度を支える医療保険制度であり、皆さんの健康を維持するうえで、重要

な役割を担っています。その運営は加入者の皆さんから納めていただく国民健康保険税が貴重な財源と

なっています。この国民健康保険税の課税方式が次のように変わります。

　※広報いしがきNo.581（2020年５月号）発行の際に、以下の誤記がありました。お詫び申し上げますとともに、

訂正させていただきます。

●中段の「３方式」の図中の１行目

　　（誤）資産割　→　（正）所得割

●下段の表中、５行・３列目

（誤）２１,１００ → （正）２１,０００


